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H-0モデルの生産可能性フロンティア：固定・不変投入係数

Production Possibility Frontier of H-0 Model: Fixed and Variable Input Coefficient 

徳島 武

抄録

H-0（ヘクシャー＝オリ ーン）モデルの固定投入係数ケースと可変投入係数ケースの分

析は、全く別個に示されているが、後者の生産点が前者のそれの集合である事を考廊する

と、両ケースの生産可能性フロンティアの関連を明確にすべきである。財価格、生産要素

価格、投入係数、生産点の関係より、両ケースのそれの関連が明確になる。

キーワード ：HO  （ヘクシャー＝オリーン）モデル、生産可能性フロンティア、投入係数
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1. はじめに

HO  （ヘクシャー＝オリーン）モデルの固定投入係数ケースと可変投入係数ケースの分

析は、全く別個に示されているが、後者の生産点が前者のそれの集合である事を考盛すれ

ば 1)、両ケースの生産可能性フロンティアの関連を明確にすべきである。それによって、

HOモデルの構造がより 明確になる。本論文では、財価格、生産要素価格 2)、投入係数、

生産点の関係より、両ケースのそれの関連を明確にする。2.で分析を示し、3.で総括する。

2. 分析

財 1を労働集約財、財 2を資本集約財とする。aL1を財 1の労働投入係数、aL2を財 2の

労働投入係数、aK1を財 1の資本投入係数、aK2を財 2の資本投入係数、ふを財 1の生産呈、

杓を財2の生産量、Lを労働の賦存醤、Kを資本の賦存量とする と、労働と資本の雇用制

約式は、それぞれ

aL1X1 + aL2X2 ~ L 、aK1X1+ aK2X2 ~ K 
となる。要素集約度の逆転が無いとして、

竺＜竺こ⇔竺上＜坐
aぃ aL2 aK2 aL2 

の大小関係が維持されるとする。図 1.に生産可能性集合が示される。生産点はE。であり 、

固定投入係数ケースでは、この点のみが、生産可能性フロンティアとなる。そしてP1を財

1の価格、 P2を財 2の価格、Yを生産額とすると 、等価値線は、

P1ふ＋P2杓＝ Y 

となり 、図 2.で示す様に、生産点で接している。財 2の価格を一定として、財 1の価格

が上昇すると 、ス トルパー＝サミュエルソン定理より 、賃金率が上昇し、 資本レンタル率

が下落するので、労働投入係数が下落し、資本投入係数が上昇する。これによって図 1.に

示す様に、生産可能性集合が変形 して、生産点は右下へ移動(E。→Eりする。これによって、

財の相対価格 （財 1の価格／財 2の価格）の上昇と、生産点の右下への移動の関連が明確

に示された。図 2.に示す様に、可変投入係数の生産可能性フロンティアの限界変形率と、

財の相対価格は一致するので、それの限界変形率が逓増する事になる。よって、可変投入

係数の生産可能性フロンティアは、原点に対して凹である事になる。

3.おわりに

本論文の分析により、固定投入係数ケースと 可変投入係数ケースの生産可能性フロン

ティアの関連が、明確に示された。よって、H-0モデルの分析は、可変投入係数ケース

が、固定投入係数ケースの延長と して可能である事になる。その様な延長で分析する事に

より 、そのモデルの構造が、より明確に把握できるであろう。
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注

1) この点については、伊藤 ・大山 (1985)の説明が参考になった。

2)賃金率と資本レンタル率になる。
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